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令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率意見書 

 

第１ 審査の対象 

令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率並びに

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和８年７月 28 日（火） 

 

第３ 審査の方法 

市長から提出された健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率、並びにそれ

らの算定の基礎となる事項を記載した書類が、関係法令の規定に沿って作成されて 

いるかなどに主眼を置き、証拠書類と照合を行うとともに、関係職員から説明を聴取

するなどの方法により審査を実施した。 

 

第４ 審査の結果 

１ 健全化判断比率 

（１）総合意見 

審査に付された令和７年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎と 

なる事項を記載した書類は、いずれも関係法令の規定に沿って作成されているもの

と認められた。健全化判断比率は次表のとおりで、早期健全化基準を下回っている

ことから財政状況が著しく悪化している状況ではなく、今後も財政の健全性確保に

努められたい。 

比率 早期健全化基準 財政再生基準

① 実 質 赤 字 比 率 － 13.44% 20.00%

② 連 結 実 質 赤 字 比 率 － 18.44% 30.00%

③ 実 質 公 債 費 比 率 8.7% 25.0% 35.0%

④ 将 来 負 担 比 率 16.9% 350.0% －

※
実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準については、あわら市の財政規模に
応じた基準

                      令和７年度      　　

 

 

（２）個別意見 

①実質赤字比率 

一般会計等の令和７年度決算収支において実質赤字額は生じていない。 

 

②連結実質赤字比率 

全会計の令和７年度決算収支において連結実質赤字額は生じていない。 



 - 2 -

③実質公債費比率 

芦原温泉駅周辺整備事業等の起債の元金償還が随時開始していることに伴い、 

元利償還金の額は引き続き増大（39,659千円）したが、北陸新幹線開業に伴う固定

資産税等の標準税収入額や普通交付税についても増加（478,068千円）したため、 

実質公債費比率（単年度）は減少（9.34607→9.05588）した。 

しかし、実質公債費比率（３カ年平均）については、令和６年度以降元利償還金

の額が増加していることから、前年度と比較し増加（8.3→8.7）した。 

 今後も、芦原温泉駅周辺整備事業や能登半島地震等による災害復旧事業に係る 

元利償還金が増加することから、実質公債費比率は増加する見通し。 

 

④将来負担比率 

ふるさと納税寄付額が順調に伸びていることから、充当可能基金残高が増加

（486,269千円）するとともに地方債残高が減少（△967,489千円）し、将来負担額

も減少したことから、将来負担比率は対前年度比6.1ポイント減の16.9％となった。 

早期健全化基準の350.00％を大きく下回っており、将来の市債償還や債務負担行為

の支出予定額等が当該年度の標準財政規模等に比して著しく過大な状況にはない。 

今後は芦原温泉駅周辺整備事業、道の駅「蓮如の里あわら」等の大規模事業の  

終了により、地方債発行額は概ね横ばいで推移し、発行額以上に元金償還が進む 

ため地方債残高は減少傾向となる見込みであるが、財源不足を補うための財政調整

基金の取崩し、および合併特例債残高の減少による基準財政需要額算入見込額の 

減少（充当可能財源等の減少）により、将来負担比率は横ばいで推移する見通し。 

 

２ 資金不足比率 

（１）総合意見 

審査に付された令和７年度決算に基づく各公営企業会計の資金不足比率及び 

その算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも関係法令の規定に沿って 

作成されているものと認められた。資金不足比率は次表のとおりで、２つの会計 

全てにおいて資金の不足額は生じていないことから経営資金の状況が著しく悪化

している状況にはなく、今後とも経営の健全性確保に努められたい。 

 

特別会計の名称 令和７年度 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 －

公共下水道事業会計 －
20.0%
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【 審査資料 】 

１ 健全化判断比率等の対象会計等 

健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計等は、次のとおりである。 

農業者労働災害共済特別会計

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

　地公企法は地方公営企業法、地財令は地方財政法施行令をいう。また、法適用とは地方公営企
業法を全部又は一部適用する公営企業であり、法非適用とは法適用以外の公営企業をいう。

公
　
営
　
事
　
業
　
会
　
計

一般会計等以外
の特別会計のう
ち、公営企業に

係る
特別会計

以外の会計

公
営
企
業
会
計

公営企業に
係る会計

（地公企法
を適用する
事業又は地
財令第37条
の事業）

法
適
用

地 方 公 社 ・ 第 三 セ ク タ ー

(注）1

区 分 ・ 会 計 名 等 健全化判断比率等の対象

一
般
会
計
等

一 般 会 計

一 部 事 務 組 合 ・ 広 域 連 合

一般会計等に属
する

特別会計

連

結

実

質

赤

字

比

率

実
質
赤
字
比
率 実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率
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２ 健全化判断比率 

（１）実質赤字比率 

実質赤字比率は一般会計等における実質赤字額の標準財政規模に対する比率で

あり、財政収支のフロー面からその年の決算により生じた実質赤字額が、標準的な 

一般財源規模のどの程度の割合になるかを示す指標。この比率が一定基準（早期 

健全化基準、財政再生基準）以上となった場合は、基準に応じて財政健全化を図る

ための具体的な計画(財政健全化計画又は財政再生計画)の策定と実施が義務づけ

られている。 

一般会計等の実質赤字額（A)
標準財政規模（B)

【実質赤字比率の算定方法】

　(注)　 1　　一般会計等の実質赤字額は、一般会計及び特別会計のうち普通会計(一般会計に
　　　　　　　準ずる会計)に相当する会計における実質赤字の額である。
　　　　 2　　標準財政規模とは、標準的な状態のとき通常収入されるであろう経常的な一般
　　　　　　　財源の規模を示すものであり、標準税収入額等に普通地方交付税及び臨時財政
　　　　　　　対策債発行可能額を加えたものである(以下同じ)。

実質赤字比率　＝

 

各年度決算における実質赤字比率 

早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 - - 13.44% 20.00%

区　　分 令和６年度 令和７年度
判　断　基　準

 

令和７年度決算における実質赤字比率は、前年度と同様で一般会計等の実質収支

が黒字となっていることから、財政健全化計画の策定等が求められる判断基準を 

下回っている。 

 

なお、実質赤字比率の算定内訳は次のとおり。 

(単位：千円、％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

金額等 比率

(A) 1,095,926 1,536,565 440,639 40.2

1,094,961 1,536,097 441,136 40.3

965 468 △ 497 △ 51.5

965 468 △ 497 △ 51.5

0 0

(B) 8,935,226 9,386,879 451,653 5.1

12.26 16.36 4.10 -

令和７年度令和６年度
増　　減

区　　　分

一 般 会 計 等 の 実 質 収 支 額

標 準 財 政 規 模

一　　　　般　　　　会　　　　計

一般会計等に属する特別会計

農業者労働災害共済特別会計

    公共用地先行取得事業特別会計

実 質 赤 字 比 率 　　（A)／（B)×100

(注）実質収支額が黒字の場合は金額をプラス表示し、赤字の場合は実質赤字額として
　　 △表示している。  



 - 5 -

（２）連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は全会計における実質赤字額(公営企業にあっては資金不足

額)の標準財政規模に対する比率であり、財政収支のフロー面からその年の決算 

により生じた実質赤字額が標準的な一般財源規模のどの程度の割合になるかを 

示す指標。この比率が一定基準(早期健全化基準、財政再生基準)以上となった場合

は、実質赤字比率の場合と同じく財政健全化計画の策定等が義務づけられている。 

連結実質赤字額（A)
標準財政規模（B)

      連結実質赤字比率 ＝ 

【連結実質赤字比率の算定方法】

　(注)　連結実質赤字額は、一般会計及び公営企業(地方公営企業法適用企業・法非適用企業)
　　　　以外の特別会計の実質収支額と公営企業の特別会計の資金の不足額・余剰額の合計が
　　　　マイナスとなった場合の額である。

 

 

各年度決算における連結実質赤字比率 

早期健全化基準 財政再生基準

連結実質赤字比率 － － 18.44% 30.00%

区　　分 令和６年度 令和７年度
判　断　基　準

 

令和７年度決算における連結実質赤字比率は、前年度と同じく対象会計全体の  

財政収支が黒字となっていることから生じていない。 

なお、連結実質赤字比率の算定内訳は次のとおり。 

（単位：千円、％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

金額等 比率

1,905,094 2,234,553 329,459 17.3

1,094,961 1,536,097 441,136 40.3

965 468

965 468 △ 497 △ 51.5

0 0 0 －

120,887 115,407

119,525 114,917 △ 4,608 △ 3.9

1,362 490 △ 872 △ 64.0

688,281 582,581

458,545 366,723 △ 91,822 △ 20.0

229,736 215,858 △ 13,878 △ 6.0

8,935,226 9,386,879 451,653 5.1

21.32 23.80 - 2.48

  　     又は資金不足額が生じている場合は金額を△表示している。
（注）１ 実質収支額が黒字又は資金剰余額が生じている場合は金額をプラス表示し、実質収支が赤字

      ２ 資金不足額・剰余額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令(平成19年政令第397
　　     号）等により、法適用公営企業にあっては流動資産の額と流動負債の額を基礎として、法非適用
　　   企業にあっては歳入歳出決算額に地方債残高や将来の土地収入見込額等を基礎として算定される｡

連結実質赤字比率  （A）／（B）×100

標　準　財　政　規　模　（B）  

後 期 高 齢 者 医 療

一　　　般　　　会　　　計

一般会計等以外のうち公営企業
に係る特別会計以外の会計

国 民 健 康 保 険

法適用 宅地造成事業以外の会計

水　道　事　業

公共下水道事業

令和７年度

公営企業に係る
会計の資金不足

額余剰資金

増　　減

連 結 実 質 収 支 額 等 （ A ）

区　　　　分

一般会計及
び公営企業
以外特別会
計の実質収

支額

令和６年度

一般会計等に属する特別会計

　農業者労働災害共済

　公共用地先行取得事業
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（３）実質公債費比率 

実質公債費比率は、市債元利償還費(繰上償還など臨時的なものを除く)と公営 

企業債償還費に対する一般会計繰入金など、公債費に準ずる経費に充てた一般財源

が標準財政規模に占める割合から、実質的な公債費の財政負担状況を示す比率。 

この比率が一定基準(早期健全化基準、財政再生基準)以上となった場合は、基準に

応じて財政健全化計画等の策定が義務づけられており、18.0％以上の団体は起債に

あたり許可が必要となる。 

＝

(注) １ 地方債の元利償還金は繰上償還などの臨時的なものを除いており、準元利償還金は一般会計から

　　　　一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に充てたと認められるもの等を

　　　　いう。

　　 ２ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、普通地方交付税算定において基準財政

　　　　需要額に算入された額である。

【実質公債費比率の算定方法】

地方債の元利償還金(A)＋準元利償還金(B)－元利償還金又は準元利償還金に充てられた特定財源(C)

標準財政規模（E)

実質公債費比率

× 100の３か年平均
　－　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D)

　－　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D)

 

 

各年度決算における実質公債費比率 

早期健全化基準 財政再生基準

8.3% 8.7% 25.0% 35.0%

区　　分 令和７年度
判　断　基　準

令和６年度

実質公債費比率
(3ヵ年平均)

 

令和７年度決算における実質公債費比率は8.7％(対前年度比＋0.4ポイント)で、 

早期健全化基準、市債発行に許可が必要な基準を下回っている。なお、実質公債費

比率の算定内訳は次のとおり。 

令和５年度 令和６年度 令和７年度

・ (A) 1,571,416 1,925,162 1,964,821
・ (B) 486,929 452,784 435,335

383,391 352,466 333,838
0 0 0
0 0 0

103,538 100,318 101,497
・ (C) 26,078 345,396 340,970

・ (D) 1,443,760 1,320,911 1,329,521

588,507 711,639 729,665
・ (E) 8,854,279 8,935,226 9,386,879

7,410,519 7,614,315 8,057,358
・ 7.94151 9.34607 9.05588
・ 7.3 8.3 8.7

区　　　　分

一般会計の地方債元利償還金(繰上償還額を除く)

準元利償還金
公営企業債等元利償還に充てた一般会計等からの繰出金

　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　一時借入金の利子

　組合等が起こした地方債償還に充てた一般会計等の負担額

実質公債費比率(単年度)(A+B-C-D)/(E-D)×100

元利償還金、準元利償還金に充てられた特定財源

実質公債費比率 (３か年平均）

（A)＋（B)－（C)－(D)

標準財政規模

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額
算入額

（E)　－　（D)
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（４）将来負担比率 

将来負担比率は、標準的な一般財源の規模に対し一般会計等が将来負担すべき 

実質的な負債に係る一般財源の比率であり、一般会計等が背負っている諸債務の 

ストックが標準的な一般財源収入の何年分に相当するかを示す趣旨の指標。この比

率が早期健全化基準以上となった場合は財政健全化計画の策定等が義務づけられ

ている。 

なお、この指標においては、一般会計等に係る地方債残高や公営企業など、一般

会計等以外の会計に係る地方債の償還に充てるための、一般会計等からの繰出金の

ほか、損失補償契約に基づき見込まれる負担額等が対象となる。 

 

【将来負担比率の算定方法】

将来負担額（A) － 充当可能財源等（B)

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額（D)

将来負担比率 ＝
標準財政規模（C) －

 
 

 

各年度決算における将来負担比率 

早期健全化基準 財政再生基準

将来負担比率 23.0% 16.9% 350.0%

区　　分 令和７年度
判　断　基　準

令和６年度

 

令和７年度決算における将来負担比率は16.9％（対前年度比△6.1ポイント）で、

早期健全化基準350.0％を下回っている。 

 

なお、将来負担比率の算定内訳は次のとおり。 

(単位：千円、％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

金額等 比率

将 来 負 担 額 (A) 22,647,098 22,069,165 △ 577,933 △ 2.6

充 当 可 能 財 源 等 (B) 20,892,850 20,703,361 △ 189,489 △ 0.9

（A)－（B) 1,754,248 1,365,804 △ 388,444 △ 22.1

標 準 財 政 規 模 (C) 8,935,226 9,386,879 451,653 5.1
元利償還金・準元利償還金に係る

基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

(C)－（D) 7,614,315 8,057,358 443,043 5.8

将 来 負 担 比 率
((A)－(B))／(C)－(D))×100

区　　　分 令和７年度

16.9

(D) 1,329,521

増　　減
令和６年度

0.7

23.0

8,6101,320,911

△ 6.1 －
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将来負担額（A）の内訳 

(単位：千円、％）

金額等 比率

22,647,098 22,069,165 △ 577,933 △ 2.6

① 一般会計等の地方債現在高 16,269,917 15,302,428 △ 967,489 △ 5.9

② 債務負担行為に基づく支出予定額 0 0 0 －

③
公営企業債等元金償還に充てる
一 般 会 計 等 の 繰 入 見 込 額 3,946,591 4,480,872 534,281 13.5

④
組合等の地方債の償還に係る
一 般 会 計 等 の 負 担 見 込 額 440,948 369,768 △ 71,180 △ 16.1

⑤
退 職 手 当 支 給 予 定 額 の
一 般 会 計 等 の 負 担 見 込 額 1,989,642 1,916,097 △ 73,545 △ 3.7

⑥
設立法人等の負債額等に係る
一 般 会 計 等 の 負 担 見 込 額 0 0 0 －

⑦
組合等の連結実質赤字額に係る
一 般 会 計 等 の 負 担 見 込 額 0 0 0 －

⑧ 連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 －

増　　減

将 来 負 担 額 (A)

区　　　分 令和７年度令和６年度

  
 

なお、令和７年度における将来負担額(A)の算定内訳は次のとおり。 

（単位：千円）

一般会計等の
地方債現在高

公営企業債等
元金償還に充
てる一般会計
等の繰入見込

額

組合等の地方
債の償還に係
る一般会計等
の負担見込額

退職手当支給
予定額の一般
会計等の負担

見込額

15,302,428 － － 1,916,097

国民健康保険特別会計 － － － －
後期高齢者医療保険特別会計 － － － －

4,480,872
<宅地造成事業以外>

水道事業会計 － 300,573 － －
公共下水道事業会計 － 4,180,299 － －

369,768
嶺北消防組合 － － 311,440 －
福井坂井地区広域市町村圏事務組合 － － 58,328 －

土地改良区 － － － －
15,302,428 4,480,872 369,768 1,916,097

一　般　会　計

公営企業に係る会計

一部事務組合・広域連合

　地方公社・第三セクター

合 計

　一般会計等以外の特別会計のうち、
　公営企業に係る特別会計以外の会計

将　来　負　担　額

区　　　分

22,069,165

計

法
適
用

(注) １ 退職手当支給予定額の一般会計等の負担見込額は、職員全員が自己都合で令和7年度末

　　　　に退職すると仮定した場合に一般会計が実質的に負担すると見込まれる額である。

　　 ２ 設立法人等の負債額等に係る一般会計等の負担見込額は、設立した一定の法人の負債の

        額や損失補償等債務に係るもので同法人の財務・経営状況を基に財政健全化関係法令等
        の規定により一定の基準で算出される額である。
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充当可能財源等（B）の内容 

金額等 比率
(B) 20,892,850 20,703,361 △ 189,489 △ 0.9

充 当 可 能 基 金 額 ① 6,604,248 7,090,517 486,269 7.4
特 定 財 源 見 込 額 ② 38,033 19,513 △ 18,520 △ 48.7
地 方 債 現 在 高 等 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額
算 入 見 込 額

14,250,569 13,593,331 △ 657,238 △ 4.6

　(注) １　充当可能基金額とは、地方債の償還に充当が可能な基金の額である。

　　　 ２　特定財源見込額とは、地方債の償還に充当が可能な特定の歳入の見込額である。

　　　 ３　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額とは、将来発生する地方債元金償還や準元金

　　　     償還に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額である。

(単位：千円、％）

増　　減

充 当 可 能 財 源 等

区　　　分 令和７年度令和６年度

  

 

ａ 充当可能基金額①の内訳 

(単位：千円、％）

金額等 比率
財 政 調 整 基 金 3,780,000 3,796,000 16,000 0.4
減 債 基 金 407,080 376,562 △ 30,518 △ 7.5
自 動 車 購 入 基 金 16,349 16,405 56 0.3
土 地 開 発 基 金 199,478 200,293 815 0.4
ふ る さ と 創 生 基 金 56,256 52,683 △ 3,573 △ 6.4
福 祉 基 金 220,298 220,298 0 0.0
金 津 雲 雀 ヶ 丘 寮 基 金 19,082 5,253 △ 13,829 △ 72.5
工 業 等 振 興 基 金 808 645 △ 163 △ 20.2
南部土地区画整理基金 28,213 28,309 96 0.3
学 校 施 設 整 備 基 金 90,006 100,006 10,000 11.1
ふるさとあわらサポート基金 1,289,054 1,796,187 507,133 39.3
森 林 環 境 譲 与 税 基 金 5,927 8,226 2,299 38.8
新型コロナウイルス感染症対
策 利 子 補 給 基 金

4,185 0 △ 4,185 △ 100.0

国 民 健 康 保 険 基 金 454,867 456,899 2,032 0.4
農業者労働災害共済基金 32,645 32,751 106 0.3

合　　　　計 6,604,248 7,090,517 486,269 7.4

      

区　　　分 令和７年度
増　　減

令和６年度

　(注)　金額は各年度末における現金預金の保有高であり、出納整理期間における他会計
　　　　との積立て及び取崩しを含む。

 
 

b 特定財源見込額②の内訳 

(単位：千円、％）

金額等 比率

公 営 住 宅 使 用 料 38,033 19,513 △ 18,520 △ 48.7

(注) 公営住宅使用料は、主に公営住宅建設事業債の各年度末現在高相当額である。

区　　　分 令和７年度
増　　減

令和６年度
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３ 資金不足比率 

資金不足比率は公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標

化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標。この比率が経営健全化基準以上となっ

た場合は経営健全化計画の策定等が義務づけられている。 

資金不足額（A)
事業の規模（B)

資金不足比率 ＝

(注)　１ 資金の不足額は、公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業に

          ついては流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基本とし、法非適用企業に
          ついては一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額を基本としている。
　　　※ 宅地造成事業を行う企業会計については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関す
          る特例がある。
　　　２ 事業の規模は法適用企業については「営業収益の額－受託工事収益の額」、法非適用
         企業については「営業収益に相当する収入の額－ 受託工事収益に相当する収入の額」
         により算出する。
　　　※ 宅地造成事業のみを行う公営企業については「事業経営のための財源規模」 (調達した
          資金規模)を示す資本及び負債の合計額としている。

【資金不足比率の算定方法】

 

 

（２）各年度決算における資金不足比率 

判断基準
経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 － －

公 共 下 水 道 事 業 会 計 － －

(注） 「－」の表示は、資金不足がないことを表している。

資金不足
比 率

20.0%

区　　分 特別会計の名称 令和７年度令和６年度

 

令和７年度決算における資金不足比率は生じておらず、経営健全化計画の策定等

が求められる基準を下回っている。 

 

なお、資金不足比率の算定内訳は次のとおり。 

資金の不足額・剰余額 (A)

事 業 の 規 模 (B)

( △ 88.4 ) ( △ 70.1 ) ( 18.4 )

資金の不足額・剰余額 (A)

事 業 の 規 模 (B)

( △ 39.7 ) ( △ 37.5 ) ( 2.2 )

(単位：千円、％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

△ 229,736

578,602

令和６年度

△ 458,545

518,451 523,482

令和７年度

△ 215,858

575,935

△ 366,723

資金不足比率　(A)/(B)×100

資金不足比率　(A)/(B)×100　

    (注)  資金に剰余額が生じている場合は金額を△表示し、不足額が生じている場合は金額
        をプラス表示している。

増　　減

13,878

△ 2,667

91,822

5,031

特別会計の名称 区　　　分

公 共 下 水 道
事 業 会 計

水道事業会計

 


